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2024 年度事業活動方針 

2024 年は当法人が設立されて 40 年の節目を迎える年です。また、2013 年度公益認定法

人に移行してから 10 年を経過しました。 

本来ですと今後の法人の将来について検討しなければならない年でありますが、目前の改革

を進めつつ基本的方向性を確立させたいと考えています。 

事業 
2023 年度の事業全体運営会議において多くの議論を重ね、各事業間の相互理解と連携が

少しずつ進んできましたが、さらにあるべき姿を確認していくことを基本に事業を進めてい

きます。第一に事業と財政基盤を強固にすることを重視して取り組んでいきます。事業は社

会環境が大きく変化する中において、各事業の縦軸と横軸の強化を持続的に進めること、ま

た、2024 年度は新たな取り組みとして、当法人の事業との関連性の視点から重要といえる

社会的課題への取組みに着手します。その課題は「障害者（多くの領域がありますが、でき

るところを定めます）・高齢者の心身の健康と農福連携事業に関する調査研究」です。企画

策定については関係機関と連携し、社会的課題解決を目指すことを念頭に置いて取り掛かり

ます。 

難しい課題ですが、各方面の力を借りながら、日本が抱える少子高齢化、人口減少、労働

生産人口の低下、高齢者雇用、食料生産量の問題、生きづらさを抱えておられる方々へも目

を向けていくことに意義がある課題として取り組むこととしています。 

なお、その背景には難しい課題であるだけに障害者の心身の健康に関する研究が少なく、エ

ビデンスがないという現実です。 

以上の内容をもとに以下三つに重点を置き事業活動を進めます。 

（１） 財務の健全化に取り組む 

赤字からの脱却「2024 年度予算は少額だが黒字予算」を確実にする。 

（２） 各事業における基盤事業の確立とさらに新たな視点での事業に取り組む 

① ストレス科学研究事業と健康増進事業を一体として、健康日本 21（第３次）目標

に取り組む。また、データ活用分析に関する応用研究を推進する。 

② 研究力の向上を目指し、学術機関との研究事業連携を推進する。 

③ 教育研修事業の質的向上と広く展開することを目指し、関連学会との連携を図り

事業を構築する。 

④ 先端生命医科学研究事業の基礎研究としては国民の食生活改善とその健康効果を

スコアー化するための指標の確立に関する研究を推進する。 

⑤ また、臨床研究の分野では今まであまり検討されていなかった医療経済に関する

研究を行い、現在の医療制度での問題点を社会にアピールするための調査研究を

推進。特に現在の医療の進歩と合わせて高額な医療・薬剤に関する最適投与法や

投与量を調査研究により明らかにして治療ガイドラインに役立てる。 

（３） 障害者及び高齢者の心身の健康向上を目的とした農福連携への就労支援をテーマと

する事業計画を策定する。 

企画及び実証研究については、大学、学術機関・自治体、社会福祉法人等との共

同で行い、本年はプロジェクト立ち上げ、研究費申請に向けて準備する。 
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法人管理 

従来以上に事業間連携、事業と財政基盤の強化に取り組むことを企図し 2023 年度に見直

した事業全体運営会議について、より議論を活性化し、財団全体事業の諸課題の解決と事業

間連携を更に促進していきます。また、引き続きガバナンスやコンプライアンスの強化に努

め、法人の適正な運営管理を行います。 

さらに、財団設立の理念の理解や行動指針の浸透を図るための人財育成、職員の教育研修

を継続的に行い、課題達成に取り組みます。 
































